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【実数】

12fy 13fy 14fy

（実績） （実績） （予想）

旅客ｷﾛ（需要） （億㎞） 779 841 852

国内線 座席ｷﾛ（供給） （億㎞） 1,223 1,307 1,319

ﾛｰﾄ ﾞﾌｧｸﾀｰ （%） 63.7% 64.4% 64.6%

旅客ｷﾛ（需要） （億㎞） 624 666 728

国際線 座席ｷﾛ（供給） （億㎞） 825 885 986

ﾛｰﾄ ﾞﾌｧｸﾀｰ （%） 75.6% 75.3% 73.9%

【増減率】

12fy 13fy 14fy

（実績） （実績） （予想）

旅客ｷﾛ（需要） （%） 不

定
＋ 9.5% ＋ 8.0% ＋ 1.2%

国内線 座席ｷﾛ（供給） （%） ＋ 8.5% ＋ 6.9% ＋ 0.9%

ﾛｰﾄ ﾞﾌｧｸﾀｰ増減 （pt） ＋ 0.6 ＋ 0.7 ＋ 0.2

旅客ｷﾛ（需要） （%） ＋ 13.7% ＋ 6.8% ＋ 9.3%

国際線 座席ｷﾛ（供給） （%） ＋ 8.0% ＋ 7.3% ＋ 11.4%

ﾛｰﾄ ﾞﾌｧｸﾀｰ増減 （pt） ＋ 3.7 ▲ 0.4 ▲ 1.4

（単位）

（単位）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

Ⅰ．産業の動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航 空 

【要約】 

■ 2014 年度の国内線旅客動向は、LCC の路線拡大や新規需要創出、スカイマー

クの機材大型化を受け、需給両面において増加基調で推移する見通し。また、

大手・中堅航空会社ともに運賃を引上げており、イールドは上昇基調で推移する

見通し。但し、足許ではパイロット不足から一部運休を余儀なくされており、事業

規模拡大のボトルネックとなる可能性も台頭。 

 

■ 2014 年度の国際線旅客動向は、羽田空港国際線発着枠の昼間時間帯拡大を

主因に需給両面で大幅に増加すると予想。特に、昼間時間帯での欧米長距離

路線開設がビジネス需要の取り込みに繋がることに伴い、単価は上昇する見通し

である。 

 

■ 2014 年度の航空大手 2 社の企業収支は、国際線を中心とした輸送量増加を主

因に、前期比+4.5%の増収となる見通し。利益面では、増収効果はあるものの、

国内線での LCC 等との競合、燃油価格上昇、円安進展等の懸念材料もあり減益

となる見通し。 

【図表２３－１】 航空需給概要 

（出所）国交省「航空輸送統計年報」より、みずほ銀行産業調査部作成 
（注）2014 年度は、みずほ銀行産業調査部予想 
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１．国内線旅客動向 

2013 年度の国内線 ASK1は、羽田空港発着枠拡大、LCC 新規就航による生

産規模拡大、通年寄与効果、等を要因に 1,307 億㎞（前期比+6.9%）と大幅に

増加した。こうした供給量増加に加え、日本の景気回復、LCC の浸透・新規

需要喚起、等もあり、国内線旅客数は 92.6 百万人（同+7.7%）、国内線 RPK2

は 841 億㎞（同+8.0%）と増加し、LF3も 64.4%（前期比+0.7pt）に上昇した。一

方で、イールド4については、LCC 新規就航による競争激化を受け、既存航空

会社も低下傾向にある。なお、2013 年度下期の RPK における LCC シェアは

7.0%であり、徐々にシェアを高めている（【図表 23-1～5】）。 

2014 年度の国内線は、需給両面ともに小幅増加を予想。LCC の通年寄与と

いう 2013 年度特殊要因の剥落、大手 2 社の生産量調整を、春秋航空日本の

新規就航（2014 年 8 月5）、スカイマークの機材大型化、LCC3 社の路線拡大、

等で打ち返し、ASK は 1,319 億㎞（前期比+0.9%）と増加する見通し。但し、足

許では世界的なパイロット需要の高まりにより、LCC を中心にパイロットの確保

が難しくなり、一部運休を余儀なくされており、今後の LCC の事業規模拡大の

ボトルネックになる可能性もある。また、生産量拡大に伴う需要拡大、及び大

手 2 社の機材配置換え等の需給適合策の効果により、RPK は 852 億㎞（前期

比+1.2%）、LF は 64.6%（前期比+0.2pt）と増加する見通し。イールドについて

は、中堅航空会社は夏ダイヤより、大手 2 社も 7 月より運賃値上げを実施した

ことを要因として、上昇すると予想。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
1 Available Seat Kilometer ：提供座席数×輸送距離  供給量を図る指標 
2 Revenue Passenger Kilometer ：有償旅客数×輸送距離  需要量を図る指標 
3 Load Factor  ：RPK÷ASK 
4 Yield   ：旅客収入÷RPK 
5 2014 年 6 月から、2014 年 8 月に延期となった 

2014 年 度 は 、

LCC 効果一巡に

より RPK は小幅

増に留まると予

想 

2010 年の荷動き

は、主要航路で

＋ 12.6% 増 加 の

見通し 

2013 年度は、需

給両面で拡大も

イールドは低下 

（出所）【図表 23-2、3】とも、国交省「航空輸送統計年報」より、みずほ銀行産業調査部作成 
（注）2014 年はみずほ銀行産業調査部予想

【図表２３－２】 国内線旅客数の推移 【図表２３－３】 国内線需給の推移 
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２．国際線旅客動向 

2013 年度は、外交問題の影響から中国路線が低調に推移したものの、円安

効果、ビザ発給要件緩和による訪日外国人の増加、オープンスカイ協定の締

結拡大による路線開設の柔軟性向上、及び本邦航空各社の積極的な新規路

線の開設、等の要因により本邦航空会社による輸送量は 15.1 百万人（前期比

+6.2%）、RPK は 666 億㎞（同+6.8%）、ASK は 885 億㎞（同+7.3%）と増加し

た（【図表 23-1、6、7】）。 

2014 年度については、羽田空港国際線発着枠が昼間時間帯において増加

（年間 3 万回、1 日当り 40 便）することに伴い、需給両面で大幅に増加すると

予想。需要面では、政府の観光施策の後押しもあり、羽田空港を活用した内

際接続需要、及び成田空港を活用した東南アジア・北米間の乗り継ぎ需要の

増加が期待できること、また、価格面では、これまで深夜時間帯に限られてい

た欧米長距離路線の昼間時間帯開設解禁に伴い単価の高いビジネス需要

の取り込みも期待できること、から各社とも積極的な路線展開を行う見通しで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）【図表 23-4、5】とも、国交省「航空輸送サービスに係る情報公開」より、みずほ銀行産業調査部作成 
（注）APJ：ピーチ、JJP：ジェットスタージャパン、WAJ：エアアジアジャパン（現バニラエア） 

2013 年度は、訪

日外国人増加等

の要因で RPK は

増加 

【図表２３－７】 国際線需給の推移 【図表２３－６】 国際線旅客数推移

【図表２３－５】 国内線 RPK シェアの推移 【図表２３－４】 国内線イールドの推移

（出所）【図表 23-6、7】とも、国交省「航空輸送統計年報」より、みずほ銀行産業調査部作成 
（注）2014 年はみずほ銀行産業調査部予想

2014 年度は、羽

田増枠効果で生

産量拡大する見

通し 
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【実額】

12fy 13fy 14fy

（実績） （実績） （予想）

売 上 高 27,224 29,103 30,398

営業利益 2,990 2,326 2,279

【増減率】

12fy 13fy 14fy

（実績） （実績） （予想）

売 上 高 ＋  4.1% ＋ 6.9% ＋ 4.5%

営業利益 ▲ 1.0% ▲ 22.2% ▲ 2.0%

航空大手
２社合計
（億円）

（％）

（単位）

（単位）

Ⅱ．企業業績 

１．2013 年度決算 

2013 年度の航空大手 2 社の決算は、日本経済が回復基調にあること、円安

効果により訪日外国人が増加していること、国内線・国際線ともに生産規模を

拡大していること、等を主因に輸送量は増加したことから増収となった（大手 2

社売上高計 29,103 億円、前期比+6.9%）。一方、利益面は、円安進展に伴う

燃油費の上昇、国内線イールドの低下、B787 エンジントラブルへの対応、

LCC 事業の苦戦、等の要因により減益にて着地（同営業利益合計 2,326 億円、

同▲22.2%）。 

 

２．2014 年度決算予想 

2014 年度の航空大手 2 社の決算は、増収減益となる見通しである。国内線を

中心に単価引上げが想定されること、羽田空港国際線発着枠拡大を契機とし

た国際線生産規模・輸送量の拡大が期待できること、航空周辺ビジネスを積

極的に拡大していること、等から増収となる見通しである（同売上高計 30,398

億円、前期比+4.5%）。利益面については、国際線を中心とした生産規模拡

大の効果はあるものの、国内線における LCC 等との競合激化、燃料価格の

高止まり、円安進展等を要因に減益となる見通しである（同営業利益合計

2,279 億円、同▲2.0%）（【図表 23-8】）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸送量増加にとも

ない増収も、円安

影響が大きく減益 

（出所）各社決算資料より、みずほ銀行産業調査部作成 
（注 1）連結ベース 
（注 2）航空大手 2 社…日本航空、ANA ホールディングス（証券コード順） 
（注 3）2014 年度は、みずほ銀行産業調査部予想 

国際線の生産量

拡大を主因に増

収も、円安等の要

因から減益の予

想 

【図表２３－８】 航空大手 2 社の企業収支 
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Ⅲ．トピックス   リーディングカンパニーの投資戦略動向 ～航空～ 

エアラインは、グローバル競争を勝ち抜くにあたって、投資を継続的に行うこと

は不可欠である。その最たる例は、機材更新投資であるが、それ以外にもネッ

トワーク拡充の為、コスト削減の為、またはライバルとの差別化の為、様々な投

資を行っている。 

アブダビ（UAE）を拠点とするエティハド航空は、他国エアラインへの出資に積

極的である。2014 年 6 月にはアリタリア航空への 49%出資について合意する

等、欧州、豪州、アジアの複数のエアラインに出資している。その最大の狙い

は、アブダビ空港をハブ空港としたネットワーク網の拡充にある。欧州・アフリ

カ・アジアの結節点として、中東の地理的優位性を活かしたハブ空港戦略は、

中東諸国の国家戦略と相まって、近時競争が激化している。エミレーツ航空

やトルコ航空が機材数で先行する状況下、エティハド航空は出資による非連

続な成長で追いつこうという意図があると考えられる。 

デルタ航空は、2012 年に製油所を買収した。エアラインのコストにおいて上位

を占めるジェット燃料調達コストを内製化することで、ジェット燃料価格の変動

が業績に与える影響を緩和させる効果がある、と考えられる。勿論、航空事業

以外のリスクを新たに抱える等のデメリットはあろう。然しながら、米国は、巨大

な国内線市場を有し、欧州やアジアのような海外エアラインの脅威に晒される

リスクは相対的に小さい。寧ろ、米国内のライバルに対するコスト競争力強化

を図る上で、航空事業のボラティリティ抑制に大きく資する手段を得たことは大

いに評価できよう。 

シンガポール航空は、次々に LCC を設立している。Tiger Airways（近距離

LCC）、Scoot（中・長距離 LCC）を、また近距離のフルサービスキャリアとして

SilkAir を設立した。更に、タイ LCCの NokAir と Scoot の JV でNok-Scoot（中・

長距離 LCC）を 2014 年末にも設立する計画である。こうした戦略を取る背景と

して、AirAsia や AirAsia X、Lion 航空、等の ASEAN をベースとする LCC と

の競合に加え、近時では中東勢との競合も念頭にあると考えられる。即ち、シ

ンガポール航空としては、世界中で評価されている当社のホスピタリティを最

大限発揮できる「長距離・ビジネス」需要に特化する為に、他セグメントをこうし

た子会社群に担わせる戦略を取っているものと推察する。 

日本の航空業界は、米国ほどでは無いが、大きな国内線市場を有し、また国

際線においては、アジアと北米のゲートウェイとして乗り継ぎ需要を獲得できる

ポジションも有している。然しながら、前者については国内 LCC や新幹線と、

後者は中国や韓国、香港等のエアラインとの競合が待ち受けている。上述の

ような投資を全て行うことのハードルは高いが、例えば、国内線や近距離国際

線はグループ会社に任せ、長距離国際線に特化する、といった大胆な施策も

検討に値するのではないだろうか。

（社会インフラチーム 大野 輝義）

teruyoshi.ohno@mizuho-bk.co.jp

エ ア ラ イ ン は

様々な投資を行

っている 

エティハド航空

は複数のエアラ

インに出資 

デルタ航空は製

油所を買収 
 

シンガポール航

空は、自社の注

力 す る 事 業 領

域に特化 

日本は、内際両

面 で の 競 合 激
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